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郡山市湖南町の就業形態と生業形態の変貌

佐々木博

I　はじめに

　郡山市湖南町は1965年に旧湖南村が郡山市に合

併したところで，湖南村は1955年に旧月形・申

野・三代・福良。赤津の5村が合併したものであ

る。旧5村は明治期に幾多の編成替えののち1908

（明41）以来47年闘は存続しており，今日でも慣

行的な地域単元をなしている。面積は141，40k㎜2，

人口6，080（1985），人口密度43．O，町域の81％が

山林という山村である。猪苗代湖（水面高514m）

の南に位置し，周囲を断層でとりかこまれた陥没

盆地である。南西部の赤津・福良。三代［御代ト

中野は会津藩領で，参勤交代の大名が宿泊した宿

場で，会津方面からは黒森峠（626㎜）を越えて赤

津の宿へ，さらに福良の宿から三王坂を越えて御

代の宿から勢至堂峠（741㎜）を越えて白河へ向か

う茨城街道が通じている。北東部の館は二本松領

だったところで，両者の気風には大きな相違があ

るといわれている。

　年平均気温は10．1℃，年降水量1，500n㎜程度，

11月下旬～3月までは雪が残るのは裏日本型気侯

の影響が及んでいるためである。冬2月の平均気

温は一．5℃（最低気温は一！3．O℃），8月の平均

気温は22．2℃（最高は31．4℃）と内陸型気候を示し

ている。

　福良が湖南の申心で市役所支所・県立湖南高等

学校・法務局などがあり，他の4旧村は林家率

70％以上の山村集落が多い。197ぺ75年の2年間

湖南を中心に福島中央地域を（林野庁，1974・

1975），また湖南町域を（佐々木　1976）調査した

ことがある。

　本調査は従前の調査を踏まえて，出稼多発地域

湖南の労働市場的実態を明らかにし，その年次的

変化が，生業形態とどのように関係して起きてい

るのかを明らかにしようとするものである。すで

に半世紀近く停滞している日本の山村の一つの例

であるが，地域発展はどのような可能性があるか

を探る一つの事例でもある。

皿　就業形態の変化

　皿一1　出稼ぎ労働者の滅少

　福島県全体の出稼労働者の就労状況を，県商工

労働部「業務概要」（1987）によってみると，出稼

就労は公共職業安定所取扱いでは1972年をピーク

に減少の一途を辿っていたが1979・80年度は，景

気回復基調もあって，やや増勢がみられた。198ユ

年以降地方への工場の進出によって出稼は再び漸

減傾向が続いていたが，1986年の円高不況によっ

て輸出関連の製造業（輸送用機器。電気機器）での

’求人減と，出稼労働の高齢化や求人側の年令制限

強化などによって王980年度は大きく減少した。

　ユ976年福島県からの出稼ぎ者は13，883人，その

90．9％（12，614人）が農林漁業兼業者であり，また

77．7％（10，785人）が冬期の出稼ぎであった。出稼

ぎ者排出ビッグ三は須賀川市（2，615人），郡山市

（967人），岩代町（834人）であった。10年後，1986

年の出稼ぎ者は3，186人へ，1976年の23％へ激減

した。農林漁業兼業者も68．9％へと低下し，また

冬季出稼ぎ率も73．3％へとやや緩和されてきた。

出稼ぎ者排出ビック四は西会津町（367人）。郡山
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市（246人）。只見町（ユ75人）。岩代町（170人）であ

り，郡山届岩代などは依然として，出稼ぎ多発地

域である。

　出稼者の7～9割は農林漁業者であり，県内出

稼ぎ多発地域の郡山市にあって湖南町はとくに出

稼者が多い地域であった。調査項目は年次によっ

て若干異なるが，1950年以来の世界農林業センサ

スの今日の郡山市湖南町域の5旧村単位で整理し

たのが（第1表）である。出稼者が最も多かったの

は人数で1965年（422人），戸数で1970年（356戸）で

第ユ表郡山市湖南町域からの出稼者・日雇者1950～ユ980

旧村 月 形 中 野
］一一 代 福 良 赤 津 湖南町域

年 戸 人 戸 人 戸 人 戸 人 戸 人 戸 人

1950
出稼ぎ者のいる農家

■ 3 15 ユ4 15 74

　　　一’　’　’　’　’　■　■　■　■　■　一　一　一　一　’　’　’

　　　　3■　■　■　■　■　一　一　一　’　’　’　’　■　■　一　■ 　　　50■　■　■　■　一　’　凹　’　一　一　‘　’　’　’　■　■

出稼ぎ者のいる農家

5 9 7 ！1 6 38

日雇者のいる農家
雀8 62 49 65 44 249

出稼者 5 ！！ 12 35 王O 73
　　　77＝■■■■■一一’’■■■■■■一 　　　84一　’　’　’　■　■　■　■　■　■　■　一　一　一　一　’ 　　　80’　一　’　’　’　一　一　■　■　■　■　■　■　一　■　■　一 　　　413’　’　’　’　■　■　■　■　■　■　一　一　■　1　一　’　’

出稼ぎ者のいる農家

54 60 46 86 61 304

日濯者のいる農家

52 35 29 65 30 2！玉

出稼者 69 80 59 ！22 92 422
　　　79一　一　凹　’　’　’　■　■　■　■　■　■　■　一　一　凹 　　　502一　■　■　■　■　■　■　一　■　■　■　’　’　一　’　一

出稼ぎ者のいる農家

57 37 47 61 80 356

冒擢者のいる農家

84 74 29 79 24 290

出稼者 78 42 68 94 99 381
　　　ヱ59■　■　■　’　凹　’　’　■　■　■　■　■　■　一　■　■　一 　　　70’　’　一　■　■　■　一　■　一　一　■　一　■　一　’　’ 　　　ユ53■　■　■　■　■　■　■　■　■　■　■　■　■　一　’　凹 　　　60■　■　■　■　’　■　■　■　■　■　一　一　■　一　一　■ 　　　580’　■　■　■　■　■　■　■　■　■　一　■　一　一　’　＾

出稼ぎ者のいる農家

48 3 36 29 ユ5 ユ31

臼雇者のいる農家

72 ユ01 39 103 94 409

出稼者 58 6 47 44 31 ユ86
　　　57一　凹　凹　1　■　■　■　一　■　■　■　■　一　一　’　’　’ 　　　126’　’　1　■　■　■　■　■　■　■　■　■　■　一　一　■　一

出稼ぎ者のいる農家

22 8 u 9 5 55

日雇者のいる農家

王08 88 55 ユ02 60 ユ73

出稼者 33 13 16 王3 29 ユ04
　　　！94■　一　一　’　’　一　■　■　■　■　■　■　■　一　■　一 　　　108一　凹　’　一　■　■　■　■　■　■　■　■　■　■　一　’　’ 　　　1！51　－　1　■　■　■　■　■　一　一　一　■　o　一　一　’ 　　　765■　■　　■　■　■　■　■　■　■　■　皿　1　凹　’　一　一

出稼ぎ者のいる農家

14 5 ！8 4 20 6！

日濯者のいる農家
8ヱ 70 34 71 47 303

出稼者 22 7 27 6 25 87

日　雇者 17ユ ！50 77 ユ38 106 642

（各年次農林業センサス）
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あった。1960年の高度成長期が成熟する1965年か

ら急増し，ユ970年がピーク，ユ973年秋に始まる

オイルショックによって，出稼戸数・人数ともに

半分以下に減り，1980年にわずか87人が出稼ぎに

でているに過ぎない。

　代わって1970年から人夫・日雇い労働者が急増

し，在宅のまま日銭の取れる魅力と，公共事業や

道路網整備とモータリゼーションによって，郡山

方面への雇用機会の増加が与っている。7回のセ

ンサスの出稼者1，339人の旧村別では，福良364人

（27％）ヨ赤津301人（23％）・月形265人（20％）

　三代247人（18％）。申野162人（12％）であった。

ピーク時の1970年の出稼者の分布を29の農業集落

単位でみると（第1図），湖南は福島申央地域の

中では最も出稼者の多い地域である。29農業集落

（1集落の出稼率は不明）のうら，8集落29％が出

稼農家率70％以上，10集落36％が出稼農家率50～

70％，6集落21％が出稼農家率30～50％，わずか

4集落14％が出稼農家率30％未満であった。旧赤

津村秋山は33戸全戸から出稼者がでており，南山

田は11戸の91％，旧福良村西側も22戸9ヱ％，赤津

村小枝町は12戸，83％が出稼ぎ農家であった。

　郡山市湖南町支所内に1969年に設けられた出稼

対策協議会の調査による出稼者数は，1953年46人，

55年109人，65年450人，70年558人，72年835人と，

20年間に20倍にも増え，高度経済成長期後半の

1965年以降の急増が著しい。出稼者は世帯主とそ

れ以外の比はほぼ2：1であったが，世帯主以外

の人が後半は増えていた。男女別ではほとんどが

男子で，女子は例外的である。出稼者の年令は8

割が2卜50才の壮丁で，次いで50才以上が2割で

ある。出稼先は9割が県外，1割が県内であった。

1965年センサスには出稼者の職種の記載があり，

422名のうち垂04名，96％が建設業であった。自家

出かせぎ麓家率（1970）
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第1図　郡山市域の出稼農家率 三g70　（1970年世界農林業センサス農業集落地図より作成）
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農業のかたわら兼業にも従事する人夫。日雇者

230名のうち建設業は102名。44％，林業52名・

23％，農業37名一6％と高度成長期の建設のすさ

まじさと，その底辺労働力を山村から吸引してい

た様が伺い知れる。前記県商工部資料によると，

！985年に公共職業安定所扱出稼労働者では，福島

県全体では求職3，156に対し求人4，210，求人倍率

1．3倍，就職者1，288の96％一，288人が県外，わ

ずか4％。48人が県内であった。就労者王，288人

の77，9％が製造業，建設業は20．7％に過ぎず，産

業構造の変化の一端が伺い知れる。製造業1，003

名のなかでは機械器具839・その他の製造業8ぺ

食料晶75。繊維衣服5であった。就労地のトップ

は神奈川29．7％，東京22．2％，埼玉6．4％，静岡

3．4％，その他の関東2．9％など首都圏が6割を占

めている。

　福島県全体の農業兼業業種に占める出稼の割合

は，1965年の11．9％から70年7．9％。75年4．1％・

80年1．7％。85年！．3％へと激減し，農家にとって

出稼兼業は例外的存在となりつつある。長い歴史

の聞にあっては196い70年代の一時期に顕著にみ

られた卓越現象とみることができる。人夫。日雇

の臨時的収入労働は常に出稼労働者数。出稼農家

数を上回り，ヱ9γ5年をピークに戸数では減ってい

るものの，日雇者数は減るどころか増加傾向を示

していると見ることもできる。．

　皿一2　新規卒業生の就業の変化

　（1）　中学校新規卒業生

　　ユ908年（明治41）以降，月形。中野。三代。福

良。赤津の5村時代が長く続き，新制中学校が各

村内に設立されていた。1955年5村合併して湖南

村となった。翌年ユ956年5月，、赤津申学校を福良

中学校に統合，1965年湖南村が郡山市に合併して

10年経た1975年4月1日月形・中野。三代中学校

が統合し，郡山市立湖南中学校が誕生（学級数8），

翌年ユ976年3月26日，湖南中学校と福良中学校が

統合し，湖甫申学校（学級数11）となった。すなわ

ち湖南町唯一の統合申学校が誕生した。

　1988年度学校要覧掲載の9年間（1979～87）の

「卒業生進路状況」によると，卒業生708名（1年

当り78．7名）のうち就職者は19名，1年当りわず

か2．1名であった。つまり進学率は93～99％，平

均94，5％の高率で，中卒で就職するのは例外的で

あった。

　9年聞の高校進学者669名中，湖南町にある唯

一の高校県立湖南高校へは440名，65．8％と．大半．

が進学し，2位以下はぐっと減って郡山商高42名

（6．2％）・郡山女高35名（5．2％）。郡山高21名。日

大東北20名・安積高17名であった。郡山にある高

校へは通学できないので下宿となり，父兄の費用

負担は大きい。

　1988年度保護者225名の職業構成は，農業41％。

会社24％。建設業！5％・公務員6％。商業5％・

サービス業4％。その他1名であった。

　（2）　潮南高校新規卒業生

　県立湖南高校は1948年！2月15日，県立大槻高校

福良分校として出発，農業科と家庭科が置かれた。

1951年県立安積高校福良分校と改称し，変遷を繰

り返しながら1963年4月ユ日独立し，普通科募集

定員110名となり，1966年3月普通科初の卒業生

を送り出した。現在6クラス172名が在籍してい

る。出身中学は湖南中学から147名（85％）の他に，

西隣りの会津若松市湊中学から12名（7％），その

他の中学から13名（8％）である。

　県立湖南高等学校要覧の「卒業生の状況」を

1965年まで遡って集計した。丁度197ぺ75の2年

度の要覧が紛失していたので，オイルショック前

と後の様子が分かると考え，1965～73年の8年問

と，1976～87年の12年間に分けて20年問分を進

路。職種・就職地域別に集計した（第2表）。職

種。職業地など届出しない者がいるためか必ずし

も100％にはならない。オイルショックまでの高

度経済成長期には卒業生数は平均100名であった

ものが，それ以後は平均65人と人口規模の縮小を

反映している。オイルショックを挟んだ2つの時

期を仮に前期。後期とすると，20年問の変化が読

み取れる。

　卒業生の進路　前期は大学進学率5％（毎年5

名）であったが，後期は！0％（毎年7名）に増加し
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第2表 湖南高校卒業生の進路状況

その　う　ち 就　蹴　職　種 就　　蹴　　先

隼度
卒業 大挙進学

馴参、各

就職 箏務 営業 現業
級売 公務 自営 県内

（う　ち
東京都 東栞

妓数 種学校 サーピス その他 （農林薬） 湖南） 周辺
その他

玉965－73
の小計

930 46 l17 767 102 91 210 73 90 130 347 l156） 210 1蝸 21

一隼当り ユ00 5 工3 85 11 11 23 8 10 14 39 い7） 23 17 2
書恰（％） lOO 5 13 82 ユ3 工3 27 1O 12 17 45 120） 27 王9 3

1976－87

の小計
777 80 l19 578 90 89 168 148 54 29 337 （32） n8 94 15

一年当り 65 7 工o 48 呂 7 14 12 5 2 28 （3） 12 9 2
割合｛％） 100 lo 15 74 16 王5 29 26 9 5 58 16） 20 16 3

（各年度　学校要覧より作成）

た。逆に就職率は82％（毎年85名）から74％（48名）

に減り，専修・各種学校は微増に止まっている。

　就職職種　現業カミ最も多く27％・29％と約3割

を占めている。大きな変化としては販売。サービ

スがユ0％から26％へ2．6％倍増したのに，自営業

（農林業）は17％から5％へ激減したことである。

前期は農林業など自営業に年14名が就業していた

のに，後期はわずか2名となり，最近4年間では

○の年が2年，男子1名と2名の年がそれぞれ1

年ずつあっただけで，高卒後自家農業に就く人は

稀であり，女子はここ10年間Oである。

　就業地　県内が45％から58％と過半を占めるよ

うになった反面，東京都が27％から20％へ減った。

さらに大きな変化は県内のうち地元湖南に残って

就業する者は20％（毎年17名）から6％（毎年3名）

へ激減した。高卒者で地元に就職した生徒は最近

4年聞でわずか5名であった。地元での労働者市

場の狭隆さは，総人口の減少の原因になっている。

ただ県内他地域としては郡山市が多く，自宅から

車で通勤する者が多くなり，（郡山都心まで35km，

40分）総人口減少の歯止めの役割をはたしている。

皿　生業形態の変化

　皿一1　人口1産業構造の変化

　1920年第1回国勢調査時の5村の人口の合計は

7，95ユ人であった。その後の人口は微増を続け，

1947年臨時国勢調査時はユ万人を越えており（第

3表），さらに海外からの復員や白然増加が大き

いため，1950年にも微増した。大きく減少し始め

るのは60年代で，5年間に10％近く滅少するのが

1980年位まで20年間も続いたため，1947年を100

第3表湖南町域人口変化

湖南町域の人口 郡山市の人口

人 指数 人 指数

1920 7，951 75

ユ925 8，10遁 77

1940 8，549 8ユ

！947 10，552 ユOO ！86，948 100

ユ950 亙0，583 100 199，331 ユ07

！955 10，3違O 98 207，026 1！1

ユ960 9，5！8 90 2ユ3，771 114

1965 8，478 80 223，183 1ユ9

ユ970 7，322 69 24！，726 ユ29

ユ975 6，478 6ユ 264，628 ユ42

ユ980 6，323 60 286，45ユ 153

1985 6，080 58 301，673 16！

（各年次国勢読査）（各年次国勢調査）

とする指数で38年間に58になってしまった。湖南

町域の面積141．40k㎜2で1985年の人口6，080人を

割ると43．O人となって，人口低密度地域といえる。

　1960年を高度経済成長期以前の代表年とする

と，ユ世帯当たり人口も5．7人から5．2人（ユ985）に

縮小しているが，全国平均（3．1）よりは未だ大き

く農村的である。65才以上の人口は1960年には

7．5％で，老人問題は深刻ではなかった。

　産業大分類別就業者（第4表）をみると，農業は

1960年には74％と約3／4を占めていたのが，1985

年には過半を割って45％に減少した。林業・狩猟

業もユ27人から40人ヘユ／3に減ってしまった。代

わって絶対的にも相対的にも増加したのは製造業

（2．5％→15．7％）・建設業（6．2％→13．7％）

サービス業（6．5％→10．3％）。卸小売業（5．3％

→9．0％）。運輸通信業（1．5％→3．O％）などの

第2次。第3次産業である。とくに製造業就業者
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第4表　湖南町域の産業別就業者

ユ960 1975 1985

産　　業
人　　％ 人 ％ 人 ％

総 数 4，508 100．O 3，548 1OO．0 3．205 100．O

農 3，322 73．7 2，039 57．5 1，44王 45．0

林・狩　　猟 127 2．8 45 玉．3 40 1．2

魚 水産養殖 0 0 2 O 5 0，2

鉱 65 1．4 5 O．1 0 O
建 設 206 6，2 378 1O．7 438 13．7

製 造 97 2．5 279 7．9 502 玉5．7

郵 小売 240 5．3 299 7．5 288 9．0

金融・保1壌 1o 0．2 6 0．1 7 O．2

運輸・通信 66 1．5 85 2．4 97 3．0

竃気・ガス・水道 7 O．2 2 o ユ O
サ　ー　ピ　ス 294 6．5 331 9．3 330 iO．3

公 務 74 i．6 62 王．7 55 1，7

f各年次園勢識沓）（各年次園勢調査）

は97人から502人へ405人も増え，労働市場に大き

な雇用機会を提供している。

　この産業構造の変化は二つの面から考えられ

る。一つはモータリゼーションによって新産都市

郡山などへ通勤現象がみられるようになったこ

と，他は湖南への工場の進出である。進出工場は

小規模のものばかりで，高度経済成長期末の1969

－73年頃に日工産業などが誘致され，5工場で

225人の雇用者をかかえていた。現在は15工場，

405人に増えている（第5表）。人手を要する湖南

縫製が80と最大の雇用労力をかかえている。これ

ら15工場が1985年国勢調査時点で全て操業してい

たとすると，製造業就業者502－05二97人の人が

湖南以外で製造業に携わっていたことになる。

　人口。産業構造の最も大きな変化は，1960年以

降の人口の絶対的減少と，それに大きく寄与して

いる農業就業者の半分以上（3，322－1，441＝

1，881）の激減である。次に農業就業者の激減をも

たらした農業構造の変化を分析する。

　孤一2農業構造の変化

　農業生産を行う上での三大因子は土地・労働。

資本であり，地代・賃金・利子の価格関係の最小

費用の場合は農家収入は最大となる。日本の伝統

的家族経営農業にあっては西欧的借地農業の生産

関係とは全く異なるもので，三大因子の個々のも

のを現在（五985年）と高度経済成長期以前の状態

（1960年）を比較することによって構造の変化を分

析する。

　湖南町域（141．40km）の約1割を占める耕地面

積の変動をみると（第6表），1950年以来少しずつ

増え，1980年までには16％ほど増加した。とくに

水田面積の伸びは大きく，1980年までに35％も増

えた。これは谷の上流部を開墾して水田化した努

力のお蔭であったが，ここ5年来初めて水田面積

は減少傾向を示した。1農家の経営耕地面積は

1950年の1．07haから1985の1．51haへ拡大し，脱

農家の農地が若干は流動していることが分かる。

　1960年には1農家当たり2．7人の農業従事者が

いたが，1985年にはL5人へ！．2人減ってしまった。

この25年間における水田の基盤整備。機械化曲乾

第6表湖南町域の農業構造の変化

第5表　湖南にある工場1988

　工　　場　　名
サトー（株）

郡山西部農産物加工場

久下特産店
（株）東北閥野

湖南縫製（株）

二瓶化学

福良メリヤス

オレンジソーイング
日〕二産業（株）福鳥工場

（宥）英電子〕二業

中村ドレス郡山工場

キタカタ電気湖南工場

コーキ製作所

ユニオン電子
（宥）湖南精密

　所　在　地

赤津字南町・北町

赤津字北向

赤津字辰巳ヶ沢

福良字申浜

福良字惣郷地

福良字山崎

福良字舘下

福良字申町

申野字百目貫石田

舟津字舟津

舟津字太田遭上

舘学舘

横沢字屋新

横沢字屋新

浜路字稲宝

~~ ~~ ~C 
1950 1960 1970 1980 1985 

~ Jf~ 34 5 34 l 320 285 

~ ~f' l 89 203 206 l 80 

E ft l,~9 162 i5] 141 

fi~ i'~ 335 338 317 276 

~~ j~~ i93 205 183 165 

i~] ~i 1 211 l 249 l 177 l 047 963 

~fi~ ~~) ( Ioo) ( ~03) ( 97) ( ge) ( go) 

~ f)*rt,.~_',f~.~ 4 ~)8 377 l 54 l 30 83 
~i~} ~t,. ~ ,,~ I ~~ i-L 2 ~~ :i7 ~ 30 z 13 1 {2.4 8.6 

'*]'*,' (~ ~)o . 9 s~ 3 40 . 8 42 J 

{)f~ 18 9 31 .6 46 8 49 3 
( ~~ ) 

~)(1 '~' ~~ i~ ~ 

i?ii ~i*~ ( h ll } 
l "*q, r~ i 3~4 l 44,, ~ 4~~6 } *If)',, 

~ ~ 
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一54一



燥法・出荷法の改善によって人手が必要でなく

なってきた。1947年には役牛が704頭，馬が254頭

おりほぼ1農家に1頭の大型家畜が役畜として飼

われていた。1985年には963農家に対して，動力

耕転機442台，農用トラクター646台，動力防除機

385台，田植機610台，バインダー549台，米麦用

乾燥機5雀3台，自脱型コンバイン318台など，機械

化が進んでいる。耕地の6～7割が水田で，水田

が農業の柱であることは，1960年も85年も変わり

ない。1960年の収穫面積は稲831ha，まめ類154ha，

野菜110ha，桑園ユ09ha，工芸作物（タバコ十ホッ

プ）62haが主なものである。タバコは月形・中

野。三代と東半分に導入され，1950年u．4haで

あったものが，1960年には31．9haに急増した。

1980年農産物販売額第1位部門として工芸作物を

あげている農家が月形42戸（15．7％）。中野36戸

（22．8％）。三代30戸（23．6％）。福良4（1．6％）で

あり，今日農家の現金収入の相当部分を坦ってい

る。幹である水稲を第1位部門とする農家は月1形

222戸（82．8％）。中野1ユ7戸（22．8％）曲三代85戸

（66．9％）。福良238戸（93．7％）・赤津148戸

（96．1％）であった。

　1985年の収穫面積ユ，354haのうち71．2％が稲で

あるが，2位に野菜152ha（1L2％），3位に飼料

作物80ha（5，9％）が躍進した。農産物販売金額

ユ位部門の販売金額が総販売金額の6割以上8割

未満の「準単一複合経営農家」のうち，「稲作が

ユ位で2位が野菜類」が月形で97戸中54戸
（55，7％）王赤津で49戸申33戸（67．3％）で，布引高

原のダイコンで代表される野菜のウェイトが増し

ている。飼料作物の増加は畜産の基礎をなすもの

で，1985年，肉用牛の繁殖は162戸299頭，肥育は

121戸955頭もいる盛況である、，「稲作を主位部門

で2位が肉用牛」は福良で42戸中20戸（40．8％）と

2位中野（26戸中5戸，9．3％）に比べ福良は畜産が

盛んである。

　農業構造の変化の中で，最大のものは農家およ

び農業労働力の絶対的滅少である。経営内容はそ

のような構造的変化に対して各農家が適応由対応

しようとした努力の結・果である。農村も時間的経

過とともに王時期的に早い遅いはあっても，専業

が減り，兼業が増え，第1種よりもやがては第2

種が多くなるパターンは湖南にも当てはまる。

ユ950年当時37，8％を占めた専業農家は8，6％にな

り，当時例外的存在でしかなかった第2種兼業農

家（9．6％）が1985年には半分となり，完全に主客

転倒した（第6表）。第ユ種兼業農家は25年間4～

5割の割合を保ち，湖南農業の担い手であったと

いえる。

　皿一3　第1種兼業農家の兼業労働の役割

　水田単作地域で，しかも冬季積雪のある湖南の

農民は，大槻模経営で夏稲作だけで生活できる人

を除いては，冬季間その労力を域外で消費せざる

をえない。それが出稼であり「自宅から通勤出来

ないため，自宅以外の場所に寝泊りし，臨時的に

雇われて働くこと。この場合の期間は原則として

30日以上1年未満である」と定義されている。高

度経済成長期以降，郡山など近くに働き場ができ

てきたため，「継続的に雇うという契約がなく，

日雇い由臨時雇として雇われる」日雇い曲臨時雇

が在宅のままできるメリットから急増し，現在で

もその高水準をたもっている（第1表）。

　第2種兼業農家はすでにほぼ通年的に兼業業種

をもっているので，出稼農家率は第ユ種兼業農家

ほどは高くない。ユ960年湖南の農家の53％を占め

る598戸の第1種兼業農家の兼業業種を分析する

と，やとわれ兼業375戸（63％）。自営兼業2ユ8戸

37％であった。やとわれ兼業の申では人夫由日雇

ユ97戸，製炭。製薪55戸。事務職員49戸，賃金労

働38戸，季節出稼30戸の順。白営兼業の中では，

育林業・木材伐出業。きのこ。わらびなど林野副

産物採取由狩猟が86戸でトップヨ次いで左官・大

工岳屋根ふきなど職人的な商売51戸，運送業。製

造業。建設業。仲買など35戸，商店。質屋。旅

館。床屋など33戸，内職。賃仕事賃作業など13戸

であった。

　第2種兼業も62％がやとわれ兼業宝38％が自営

兼業で第1種兼業と似ているが，人夫｝雇52戸，

事務職員50戸，左官。大工。屋根ふきなど職人商
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売32戸，商店。質屋。旅館・床屋など29戸で，季

節出稼は8戸に過ぎなかった。

　1980年になると第1種兼業農家の9割以上が雇

用兼業であるのに対し，第2種兼業農家は雇用兼

業は7～8割で，自営兼業が2割程度である。出

稼農家率はやはり第1種兼業が6～14％であるの

に対し，第2種兼業は4～6％程度で低い。

　　筆者は1975年2月第4週に，湖南高校い2

年生126名に「郡山市湖南町の生活と将来計画に

対する意向調査Jアンケートを行った。立正大学

地理学科での教え子富塚哲三郎（現福島高）が湖

南高校教諭をやっていた関係もあり，回収率亙OO％

であった。その中で出稼の理由は①生活費の補

充（35．2％），②仕事がない（n．6％），③他人に誘

われて（ユ．2％），④営農資金の補充（O．8％），など

であった。出稼農家率は48％，出稼に行く人は男

がほとんど，世帯主とそれ以外は半々であった。

期閲は4ヵ月未満が1814％，5ヵ月未満14．4％，

11～3月までの5ヵ月位出稼に出る人が多かっ
た。

　湖南町の農家は昔も今も山林を保有しており，

山林労務は冬季聞の兼業として重要な仕事であっ

た。1960年！，249農家のうち1，0姐戸が山林を保有

しており，1～3ha保有するものが443戸と最も

多い。最大は30～50haクラスが福良に1戸あり，

赤津では205農家のうち203戸が山林を所有してい

る。1，041農家林家のうち林産物を販売。自家消

費したものが447戸，うち販売したもの116戸。

1，561万円，用材を販売。自家消費したもの114戸，

木炭。薪。木炭原木。そだを販売。消費したもの

390戸など，山林は収益・労働力消費の点で役割

を演じていた。

　1980年になると農家林家は946戸に，約100戸程

減ってしまった。しかし保有規模は1～5ha層

が556戸と最も多いのは変わらない。林産物を販

売した農家林家はわずか22戸でしかない。外材・

新建材の出現によって，さらに石油へのエネル

ギー革命によって日本の森林は市場競争力を失

い，山林の経済活動と雇用機会を奪ってしまった。

いつの日かの出荷に備えて農家林家は1980年には

植林は112戸，下刈りは534戸，販売間伐は3戸（赤

津のみ），切捨て間材は97戸が行っていた。いず

れも自家労働を主とする直接雇用者によってい

る。

　第1種兼業農家は昔は冬季の山仕事。炭焼。ワ

ラ仕事・役畜の世話などで労働力を燃焼できた

し，それが家計に経済的にプラスしていたので，

出稼に出る者は隈られていた。地元での冬の山仕

事が経済的にペイしなくなり，役畜が機械にとっ

て代わられ，高度経済成長による建設ブームが単

純労働をこれら小規模水田単作地域から吸引する

ようになって，山が荒れ，出稼による現金収入が

農家家計にはなくてはならぬものになっていた。

　皿一鷹　新しい生業創造への模索

　（1）赤津。布引高原の夏ダイコン

　赤津集落の真南8k狐，赤津地内に標高980～

1，080㎜の平坦面がある（最高峰は会津布引山，

1，08ユ．7m）。第2次大戦中雪上飛行機の離着陸

訓練に使われたこともあったが，戦後1956年食糧

増産のため馬鈴薯が試作されて，農業的利用の塙

矢となった。酪農組合を申心とする牧草作りと並

行して，野菜の試作畑が設けられ，県の指導の下

に高原野菜栽培に努力が払われてきた。土地は赤

津財産区に属し，先行的に利用していた34．4ha

の受益農家と財産区との権利調整，ならびに布引

高原に至る遭路の悪さ（今日は舗装が完成してい

る）が隆路であったが，1971年11月，農地合理化

法人布引総合開発促進会が結成され，1973年3月

受益97戸より布引土地改良区を設立し，同年4月

県営農地開発事業布引地区として，未墾地

ユ87．2haと，既耕地畑34．4ha，併せて221．6haを

総合開発し，労働生産の向上を図ると共に，夏ダ

イコンによる農業所得の向上を図り，自立農家の

育成によって農業構造を改善しようとするもので

あった。13年の歳月を総工費21億円を投じて，

1985年8月県営農地開発事業は竣工した。

　1958年6戸の開拓者によって布引高原ダイコン

栽培が始まり，1963年から布引高原を中心に

2．5haが栽培され，郡山市場や漬物業者に販売さ
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れていた。ユ969年から農協の共販体制を確立し，

京浜市場へも出荷され出した。京浜市場へは

260km，東北高速道で4時間の距離である。1971

年牧野利用農家40戸がダイコンを栽培し，郡山市

農協布引野菜生産部会を設立した。品質・食味が

良く，高冷地ダイコンとして有利に販売された。

ユ973年国の野菜指定産地の指定を受け，栽培面積

60ha，販売農家60戸，1戸平均1ba，最高3ha，

最低50a，指定野菜に対する依存度が高く「野菜

十水稲」の複合経営の比重が高まった。

　大型機械導入による省力化，ダイコン洗浄器・

集出荷施設の導入により生産出荷近代化を行い，

連作障害と萎黄病発生によって1979年の103ha．

3，070tをピークに1985年までに栽培面積は減少

したが，1986年萎黄病に抵抗性のある品種Y　Rく

らまの栽培や緑輝で回復した。1985年はダイコン

42ha，収穫848t，10a当たり2，020㎏，出荷量

716tの仕向け先は，県外86％，県内5％，その

他9％であった。6月下旬～7月中旬に播種，8

月下旬～9月下旬に収穫，翌年はキャベツ曲ニン

ジン。牧草・スダックス。ライ麦などと輸作した

りてしている。1987年度で専業農家は2，OOO万円

以上の売上げの農家もあったが，コストは4割と

するとネット1，200万円程である。

　（2）漬物業

　赤津の最南端の東岐に1軒，北向に1軒と2軒

しかないが，冬場の労力活用としての意味がある。

東岐の久下誠一は漬物のトラック輸送をしてい

て，！978年から自分でも漬け始めた。岩瀬キュウ

リを9月から仕入れ，ナメコなども混ぜて主に土

産品として茨城県に出荷する。従業員は男2人に

女8人である。北向の村松勝正は1971年から始め，

パート労働力5人ほど雇用する。埼玉県北本市に

ある漬物会社の委託加工で，べったら漬けのキュ

ウリなどの原料は群馬県新田郡や郡山の経済連か

ら仕入れる他，台湾など海外から輸入している。

自分のブランドで県内に若干出荷している。赤津

字中町で山菜加工業で布引特産の竹ノ子を5万缶

出荷てしいる人もいる。

　（3）緑地等管理センター

　第三期山村振興農林漁業対策事業として，湖南

支所南側に／988・89年度で，1，050m2，事業費2

億4，467万円で着工した。センターは鉄筋コン

クリートー部鉄骨平屋建で，多目的ホール・観光

農林漁業研修室。観光案内展示室。シャワー室な

どが設けられ，別称「多目的体育館」。地域住民

の健康増進一郷土芸能の練習血発表，伝統文化・

工芸。伝承の場として利用しようとするもので，

老人には冬季間「人工芝」を敷いてゲートボール

ができるようにし，ボーリングして温泉も付けよ

うというものである。

　第三期山村振興事業は5カ年計画で，馬入にイ

ワナ養殖施設，三代に農産物直売所，赤津に農林

産物加工施設ができ，さらにキノコ生産栽培施

設。ライスセンター等ができるはずである。

　（4）赤津フレッシュリゾート構想

　中曾根内闇の民活方針で出てきたもので，会津

若松，郡山市（湖南町）血田島町。下郷町。北塩原

町・磐梯町。猪苗代町。河東町の2市5町1村の

1，775k狐2，人口18．4万人の範囲で9地区を重点

的に整備しようとするものである。

　湖南地区は猪苗代湖岸の湖水浴場やキャンプ場

との連携の下に，森林資源を生かした白然との交

流を楽しむファミリータイプのリゾート基地の整

備を進めようとするものである。主な施設として

は，スキー場。ゴルフ場・ウッデイトリムコー

ス。フィッシングパーク。森林科学館・山の小動

物館・高原植物館・蝶々館。昆虫館。クラフト

館。アトリエ。合宿村。研修センター・ペンショ

ンなどである。官民協力しての構想とはなってい

るが，予算も年限も明示されていない。一種のス

ローガンの段階である。21世紀には少しは形のあ

るものになれば，生業形態の変更に役立つかもし

れない。

M　おわりに

　林野率80％以上の山村郡山市湖南町は水田単作

のゆえに1965年頃から出稼者を多く京浜方面へ排

出した。オイルショックを機に以後出稼者数は激
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減し，代わって人夫。日雇労働が急増し，今もっ

て衰える気配をみせない。

　新規中学卒業生の就業状況では，中卒の高校進

学率は100％に近く，高卒者でも地元自家営業（農

林業など）就業者は数年に1人程度となってし

まった。湖南の基幹産業である農業および冬季の

林業は新しい労力の魅力の対象とはならなくなっ

た。新規労働力に省みられない産業は衰退傾向に

あることは間違いない。

　第1回国勢調査時7，951人の人口が，第2次大

戦後は海外からの復員，都会からの疎開定着など

によって1万人を越えていた。戦後復興と1960年

代の高度経済成長が始まると人口は減り始め，セ

ンサス毎に12％ほどの大幅な人口減少を示した。

人口減少と軌を一にして湖南の産業構造は大きく

変化した。農業就業者の減少と製造業等を中心と

する第2．3次産業人口の躍進である。高度経済

成長期末頃から安価な労働力を求めて下請的工場

が進出し，女子労働を中心に吸収するとともに，

出稼防止に少しは役立ってきた。工場数はその後

も少しずつ増えてきている。

　高度経済成長による経済・社会的変革の申で，

農業も構造的に変化した。最も大きいものは農業

就業者と役畜の滅少と，省力用の農業機械の導入

普及であった。経営作物の点では「米十林業」か

ら赤津を中心に「米十野菜」，福良を中心に「米

十畜産」，月形を申心に「米十葉タバコ」などの

複合経営への転換である。しかし，冬季間労力の

利用となると，相変わらず，人夫。日雇であり，

幸い公共事業や郡山での雇用機会の増大によっ

て，モータリゼーションとともに通勤兼業が増え，

第2種兼業が丁度半分を占めるようになり，専業

農家はマイノリティーグループとなってしまっ

た。

　第1種兼業農家は各年次を通じて5～4割を占

め，湖南農家のマジョリティグループとして農業

の担い手であった。かれらの冬季間の労働力消費

の仕方こそが，最大の地域の課題であり，1960年

代は出稼であったし，今日はそれが人夫』雇な

どに変わっている。

　地域振興策として国宙県レベルでは赤津の布引

高原の夏ダイコン，これから始まる赤津。福良南

部の赤津フレッシュリゾート構想，未利用資源開

発，緑地等管理中央センターの建設などのプロ

ジェクトがあるが，やはり冬季間労働の燃焼に役

立つものは見当たらず，湖南のみならず，、水田単

作積雪地帯の宿命が感じられる。

　本調査に当たり，郡山市役所農林部武藤辰紀・渡辺弥重氏・湖南高校・湖南中学・湖南町史談会会長，

古」l1米治氏・民族研究家，橋本武氏ら多くの方々のお世話になった。記して謝意を表したい。

　本調査に文部省科研費一般（C）「花卉・野菜の山上げ栽培と主産地形成に関する生態地理学的研究」（代

表　斉藤功）（課題番号　63580ユ84）の一部を使った。

［参考文献1

東京女子大学郷土調査団（ユ970）：『猪苗代湖南の民族3．郡山地方史研究会．

林野庁（ユ974）：『森林地域保全開発調査報告書』（福島中央地域［休養林］）．

林野庁（1975）：釘森林地域保全開発調査報告書』（福島中央地域［休養林］）．

佐々木博（1976）：福島県湖南の山村の生態．文部省科研費昭和49・50年度総合研究（A）報告書『巨大都

　市化に伴う空間生態の変容に関する研究』，130－！50．

郡山市湖潮町史議会編（1978）：湖南の史蹟と文化財3．

橋本武（1979）：『磐梯山南郷の民族』．猪苗代湖南民族研究所、

会津民族研究会（！981）：『民族調査報告書（村方編）』，会津若松市教育委員会．

佐々木博1（1988）：新潟県朝日村における山菜の役割．人文地理学研究，X　I，4ト59．

一58一


